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	特定非営利活動法人ヒューマンライツ・ナウ

	110-0005東京都台東区上野5-3-4クリエイティブOne秋葉原7F

	電話：03-3835-2110　FAX：03-3834-1025



配信日：
2013年6月24日




　　　　　　　　　　　　　　　　　　枚数：　１枚
７月１日　緊急集会のご案内
国連勧告「従う義務なし」に異議あり！　

国際人権基準に背を向ける国・日本
報道各位

ここ最近、社会権規約委員会、拷問禁止委員会による日本審査、その席上での上田人権人道大使による「シャラップ」発言、橋下大阪市長の発言に端を発した日本軍「慰安婦」制度に関する国際認識とのズレなど、国際人権基準と日本の人権政策を巡ってさまざまな問題が注目されています。そんな中、政府は6月18日、「慰安婦」問題に関する国連拷問禁止委員会の勧告について、「法的拘束力はない」「従う義務なし」という答弁書を決定しました。これは、「慰安婦」問題に限らず、人権条約機関からのあらゆる勧告に「従う義務はない」と、国際社会に言い放ったととられる決定です。
しかし、人権条約機関からの勧告は、従う義務はないものなのでしょうか？　そもそも国際条約を批准するということは、どういう意味を持つのでしょうか？　日本政府はこのまま、国際社会に背を向けたまま突き進むのでしょうか？
参院選を控え、国連からのさまざまな勧告に後ろ向きであり続ける日本の姿勢を厳しく問い直します。
■日時：2013年７月１日（月）　14：00～15：30
■会場： 参議院議員会館１階　101会議室

■主催：アムネスティ・インターナショナル日本／ヒューマンライツ・ナウ／反差別国際運動日本委員会(IMADR-JC)／国内人権機関と選択議定書の実現を求める共同行動

＜プログラム＞　

●国連の勧告が持つ意味と役割とは？　～　日本に欠けている視点と姿勢～
　　　阿部浩己　（神奈川大学法科大学院教授／ヒューマンライツ・ナウ理事長）
　　　寺中　誠　（東京経済大学／アムネスティ日本前事務局長／人権共同行動事務局長)
●国連は何を指摘し、日本政府はどう応えてきたのか？

　　　小池振一郎　（弁護士/日弁連えん罪原因究明第三者機関ワーキンググループ副座長）／伊藤和子
　　　（ヒューマンライツ・ナウ事務局長）／原 由利子　（反差別国際運動日本委員会事務局長）　／その他予定

【できる限り事前にお申し込みください】　　
公益社団法人アムネスティ・インターナショナル日本　





TEL：03-3518-6777　（川上）　　または　ksonoko@amnesty.or.jp

